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課題設定型産業技術開発費助成金概算払請求書


											
　　　　　　年　　月　　日付け　第　　号をもって交付決定を受けた課題設定型産業技術開発費助成金について、課題設定型産業技術開発費助成金交付規程第14条第2項の規定に基づき、概算払を下記のとおり請求します。												

記
								
１．助成事業の名称	
							
	（大項目）					
	（中項目）					
	（小項目）					
									
２．概算払請求金額		
　　　　　　　　　　　　　　　　　円　　　　　　　
			　					

３．請求金額の内訳
別紙のとおり

	「振込先銀行口座」（登録済み）	
	銀 行 名
	

	支 店 名
	

	預金種別
	

	口座番号
	

	口座名義(ﾌﾘｶﾞﾅ)
	

	口座名義
	


							

　事業番号：　　　　　　　
※用紙の寸法は、日本工業規格Ａ列４とし、左上とじとすること。	



（別　紙）
○請求金額の内訳(太枠内に必要金額を記入してください)

●今回請求額の合計（Ｄ+Ｅ）【概算払の上限割合】
・５月概算払：限度額の２５％が上限 
・８月概算払：限度額の５０％が上限 
・１１月概算払：限度額の７５％が上限
・翌年２月概算払：１月末迄の実績＋３月末迄の必要額　
（※各回とも不必要に過大な請求額とならないよう精査してください。）

	　　　　　　　　　円




●当年度分の概算払
	○○年度
助成対象費用の額(単位：円)


	

	助成金の額
補助率（　　）
Ａ
	※前年度分の過大額
Ｂ
	当年度分の既受領額
Ｃ
	今回請求額
Ｄ
	限度額に対する
請求割合
{(B+C+D)/A}×100

	
	
	
	
	


※前年度の既受領額が年度末中間検査額に対して過大であった場合は、Ｂ欄に前年度過大分の金額を計上してください。

●前年度分の概算払
	今回請求額
（※前年度分の不足額）
E

	円　←【不足額を請求する場合のみ記入】



※前年度の既受領額が年度末中間検査額に対して不足であった場合は、Ｅ欄に前年度不足分の金額を今回請求額として計上してください。

【記入上の注意】
①着色されている欄は自動計算されるので、入力しないでください。
②「助成対象費用の額」の欄には、単年度であればその額を、複数年度交付決定であれば当該年度限度額を計上してください。なお、助成対象費用の額又は限度額の変更を行っている場合は、直近の額を計上してください。
③「助成金の額Ａ」の欄には、助成対象費用の額に補助率を乗じて算出された助成金の額を計上してください。また、補助率（　）内には、％又は分数を表記してください。
④「前年度分の過大額Ｂ」欄には、前年度の既受領額が年度末中間検査額に対して過大であった場合に計上してください。
⑤「当年度分の既受領額Ｃ」欄には、これまでに支払請求し、受領した総額を計上してください。
（ただし、複数年度契約であれば当該年度分のみ計上してください。）
⑥「今回請求額Ｄ」欄は、Ｂ欄とＣ欄との合計が上限割合を超えることはできません。
（ただし、上限割合を超えて請求する必要がある場合は、当機構担当部と協議が必要です。）
⑦「今回請求額（前年度分の不足額）Ｅ」欄は、前年度不足分（年度末中間検査額－前年度既受領額の差額）の金額を請求する場合のみ請求金額を計上してください。


